様式第２号（第７条関係）
[bookmark: _Hlk225352073]瑞浪市地場産品創出支援事業計画書
１　事業の背景と目的
	①提案事業者の概要

	※提案事業者の事業概要を記入してください。




	[bookmark: _Hlk217290206]②事業の目的

	※この事業で達成したいことを記入してください。



２　地場産品の概要
	[bookmark: _Hlk225346493]①事業の名称

	



	②希望する助成額

	



	[bookmark: _Hlk217289113]③地場産品の内容

	【商品名】

【商品のコンセプト】
※商品の特徴、ターゲット層、差別化のポイントなど記入してください。

【製造方法】
※製品開発の場合は生産体制、品質管理など記入してください。

【販売価格】
※販売価格やその設定理由を記入ください。



３　事業計画
	①事業スケジュール

	
	実施項目
	月
	　月
	　月
	　月
	　月
	　月
	　月
	　月
	　月
	　月

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	



【生産計画】
※製品開発の場合は生産量、生産スケジュール、サービス提供の場合は催行人数などを記入ください。

【資金計画】※別に収支計画書、損益計算書を添付
※必要な資金、資金調達方法などを記入してください。


【人材計画】
※事業継続に必要な人員、人材育成計画などを記入してください。





	②事業の運営体制・連携機関などについて　※別添可

	【運営・組織体制】

【役割等】




	③成果目標

	※事業の成果目標（評価期間、売上目標など）を記入ください。



４　地域への貢献
	[bookmark: _Hlk217290584]①地域経済及び地域社会への貢献

	※雇用創出、地域産業の活性化、地域イベントの参加などあれば記入ください。



	②環境への配慮

	※環境負荷の低減、リサイクル促進などあれば記入ください。



５　その他
	①リスクと対策

	※考えられるリスクとその対策について記入ください。



	②金融機関等との調整状況

	※本事業に係る金融機関からの融資の有無、金融機関名、融資予定額、融資期間等について記入ください。






	③今後の展望

	※将来的な展開など記入ください。





	④目標金額に達しなかった場合の対応　（目標金額＝希望する助成額×１０／４を想定）

	※目標金額に達しなかった場合の対応について記入ください。






[bookmark: _Hlk217303602]※必要に応じて記入欄を追加し作成しても差支えありません。
























[bookmark: _Hlk217292752][bookmark: _Hlk225352133]６　収支予算書
（１）収入に関する事項
	[bookmark: _Hlk217291686]項　目
	予算額（税抜・円）
	備　考

	市助成金（希望する助成額）
	
	

	自己資金
	
	

	融資等
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	合　計
	
	




（２）支出に関する事項
	項　目
	予算額（税抜・円）
	詳細・積算内訳等

	　
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	合　計
	
	






７　損益計算書（申請事業完了後年度別計画書）
（単位：千円）
	項　目
	年
	年
	年
	備　考

	営業損益
	売上高
	
	
	
	

	
	売上原価
	
	
	
	

	
	売上純利益
	
	
	
	

	
	販売費・一般管理費
	
	
	
	

	
	営業利益
	
	
	
	

	営業外損益
	受取利息
	
	
	
	

	
	受取配当金
	
	
	
	

	
	雑収入
	
	
	
	

	
	営業外収益計
	
	
	
	

	
	支払利息
	
	
	
	

	
	為替差額
	
	
	
	

	
	雑損失
	
	
	
	

	
	営業外費用計
	
	
	
	

	経常利益
	
	
	
	

	特別損益
	固定資産売却益
	
	
	
	

	
	投資有価証券売却
	
	
	
	

	
	特別利益計
	
	
	
	

	
	投資有価証券売却損
	
	
	
	

	
	災害による損失
	
	
	
	

	
	特別損失計
	
	
	
	

	税引前当期純利益
	
	
	
	

	法人税等
	
	
	
	

	当期純利益
	
	
	
	


※記載要件を満たしていれば任意様式で作成しても差支えありません。
※本計画は事業完了後（新商品開発後）から３ヶ年の数値を記載してください。
※新規事業のみでなく既存事業も含めた全体の事業費で数値を計上ください。
※個人事業主の場合、青色申告決算書に準じて作成してください。
